
文京区都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則 

（趣旨） 

第一条 この規則は、都市の低炭素化の促進に関する法律（平成二十四年法律第八十四

号。以下「法」という。）、都市の低炭素化の促進に関する法律施行令（平成二十四年

政令第二百八十六号）及び都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成二十四

年国土交通省令第八十六号。以下「省令」という。）の施行に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第二条 この規則において使用する用語の意義は、法で使用する用語の例による。 

（適合性確認機関） 

第三条 法第五十三条第一項の規定による低炭素建築物新築等計画の認定の申請（以下

「認定申請」という。）又は法第五十五条第一項の規定による変更の認定の申請（以下

「変更認定申請」という。）をしようとする者は、当該申請をする前に、当該申請が法

第五十四条第一項各号に掲げる基準に適合するかどうかについて、エネルギーの使用

の合理化に関する法律（昭和五十四年法律第四十九号）第七十六条第一項に規定する

登録建築物調査機関（以下「登録建築物調査機関」という。）又は住宅の品質確保の促

進等に関する法律（平成十一年法律第八十一号）第五条第一項に規定する登録住宅性

能評価機関（以下「適合性確認機関」と総称する。）の審査を受けることができる。た

だし、人の居住以外の用途に供する部分を含む建築物に係る低炭素建築物新築等計画

については、登録建築物調査機関の審査のみを受けることができる。 

２ 文京区建設事務手数料条例（平成十二年文京区条例第二十五号）別表第二１の部１

の款に規定する区長が指定するものは、前項の適合性確認機関とする。 

（認定申請書に添付する図書及び調書） 

第四条 省令第四十一条第一項に規定する所管行政庁が必要と認める図書は、次に掲げ

るものとする。 

一 申請に係る低炭素建築物新築等計画が法第五十四条第一項各号に掲げる基準に適

合することを示す書類（適合性確認機関が作成したものに限る。）を有する場合には、

当該書類 



二 前号に掲げるもののほか、低炭素建築物新築等計画が法第五十四条第一項各

号に掲げる基準に適合することが確認できる図書で、区長が認めるもの 

三 手数料額計算書（認定申請の場合は、別記様式第一号による。変更認定申請

の場合は、別記様式第二号による。） 

２ 省令第四十一条第三項に規定する所管行政庁が不要と認める図書は、前項第二号の

図書を添付する場合において、省令第四十一条第一項に掲げる図書のうち区長が不要

と認める図書とする。 

（建築基準関係規定の審査を受ける場合の構造計算適合性判定） 

第五条 法第五十四条第二項（法第五十五条第二項において準用する場合を含む。）の規

定による申出があった場合で、当該申出に係る低炭素建築物新築等計画に建築基準法

（昭和二十五年法律第二百一号）第六条第五項に規定する構造計算適合性判定（以下

「構造計算適合性判定」という。）を要する部分が含まれているときは、構造計算適合

性判定に準じた審査を行うものとする。 

（計画の通知） 

第六条 法第五十四条第三項（法第五十五条第二項において準用する場合を含む。）の規

定による通知は、計画通知書（別記様式第三号）に、建築基準法第六条第一項（同法

第八十七条第一項において準用する場合を含む。）の確認の申請書を添付して、建築主

事に行うものとする。 

（認定申請の取下げ） 

第七条 認定申請又は変更認定申請をした者は、区長が認定又は変更認定をする前に、

当該申請を取り下げようとするときは、取下げ届（別記様式第四号）の正本及び副本

により区長に届け出なければならない。 

２ 区長は、前条の通知を行った後で前項の規定による届出があったときは、取下げ通

知書（別記様式第五号）により建築主事に通知しなければならない。 

３ 第一項の取下げ届の副本は、同項の規定による届出をした者に返還するものとする。 

（不認定通知） 

第八条 区長は、認定申請に係る計画又は変更認定申請に係る計画が法第五十四条第一

項各号に掲げる基準に適合しない場合、建築主事から同条第四項の規定で準用する建



築基準法第十八条第十二項の規定による通知を受けた場合（法第五十五条第二項にお

いて準用する場合を含む。）又は当該申請の手続が省令又はこの規則に違反していると

認める場合は、当該申請に係る計画を認定しないものとし、不認定通知書（別記様式

第六号）により当該申請をした者に通知するものとする。 

（新築等の状況の報告） 

第九条 認定建築主は、法第五十六条の規定により、法第五十四条第一項の認定を受け

た低炭素建築物新築等計画（法第五十五条第一項の規定による変更があったときは、

その変更後のもの。以下「認定低炭素建築物新築等計画」という。）に基づく低炭素化

のための建築物の新築等の状況について報告を求められた場合は、新築等状況報告書

（別記様式第七号）に、報告内容を説明するための図書を添付して、区長に報告する

ものとする。 

（建築を取りやめる旨の届出） 

第十条 認定建築主は、認定低炭素建築物新築等計画に基づく建築物の建築を取りやめ

るときは、建築取りやめ届（別記様式第八号）の正本及び副本に、低炭素建築物新築

等計画認定通知書（変更認定を受けた者は、低炭素建築物新築等計画認定通知書及び

低炭素建築物新築等計画変更認定通知書）を添付して、区長に届け出なければならな

い。 

２ 前項の建築取りやめ届の副本は、認定建築主に返還するものとする。 

（工事の完了の報告） 

第十一条 認定建築主は、認定低炭素建築物新築等計画に基づく建築物の建築工事が完

了したときは、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号に掲げる書面により

区長に報告するものとする。 

一 計画に従って建築工事が行われたことを建築士法（昭和二十五年法律第二百二号）

第二条第一項に規定する建築士が確認した場合 工事完了報告書（別記様式第九号）

及び建築士法施行規則（昭和二十五年建設省令第三十八号）第十七条の十五に規定

する当該建築物の工事監理報告書の写し 

二 前号に掲げる場合以外の場合 工事完了報告書（別記様式第十号）及び当該建築

物の建築工事の施工者による発注者への工事完了報告書の写しその他これに類する



もの 

（認定の取消しの通知） 

第十二条 区長は、法第五十八条の規定による取消しを行った場合は、認定取消通知書

（別記様式第十一号）により認定建築主に通知するものとする。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 


